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要  旨 

 

離散選択モデルは消費者行動を表現するのに適しているが、典型的な離散選択モデルは、

標準的な効用最大化モデルと 2 つの重要な点で異なっている。第一に、典型的な離散選択モ

デルでは、選択肢集合に対する総需要が固定されているが、標準的な効用最大化モデルでは

このような制約は見られない。第二に、典型的な離散選択モデルでは、複数の財グループ間

の代替・補完関係を表現する際に制約がつくが、標準的な効用最大化問題にはこのような制

約はない。この 2 点は、典型的な離散選択モデルは、ある特定の効用最大化モデルに対応し

ていることを示唆しており、また、離散選択モデルが総需要の内生的変化や財グループ間の

自由な代替・補完関係の表現を可能にするように拡張しうることも示唆している。本研究の

目的は、選択肢集合への総需要が内生的に変化することを含み、制限のない代替・補完関係

を表現できる離散選択モデルの理論的基礎を、標準的な（確定的な）効用最大化モデルの観

点で分析することである。本研究の分析は、離散選択モデルが生み出す結果は、選択肢集合

への総需要が内生的に変化する場合や複数の財グループを考慮した場合であっても、標準的

な確定的な効用最大化と完全に整合的に解釈しうることを示している。したがって、離散選

択モデルは、より広い消費者選択に適用可能であるということができる。また、本研究の結

果を交通需要モデルに応用した場合、離散選択モデルを含んだ交通需要予測全体を、確定的

な効用最大化問題として表現することが可能になる。 
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